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議第２７号

令和６年度富士宮市国民健康保険事業特別会計予算

令和６年度富士宮市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 13,103,000千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（一時借入金）

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は､

600,000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこ

れらの経費の各項の間の流用

令和６年２月８日 提出

静岡県富士宮市長 須 藤 秀 忠
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第2表 債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

国民健康保険システム改修

委託料

自 令和6年度

至 令和7年度

国民健康保険システム改修委託料のうち、令和6年度

から令和7年度までの施行分に係る金額126,802千円
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5

システム等保守委託料

3

564  

,

   施設使用料 12

8

8  

  

4

 電算業務負担金 10

1

,696  

 

   オンライン資

 

格確認等システム運営負担金 729  



(款)  1 総務

計 16,948

費

14,612 2,33

本

6 16,948

年

(

度

款)  1 総務費

本

の

年 度 の 財 源

目 本 年 度 前

財

年 度 比 較 特 定 財 源

国県

源

支出金 地方債 その他

目

1運営

本

協議会費 365 358

年

7 365

度 前 年 度 比 較

計 365 358 7

特

365

定 財 源

国県支出金 地方債 その他

- 国保 28 -

1賦課徴収費 16,948 14,612 2,336 16,948



項

  

期末手

)

当 890     期

 

末手当 890  

 

勤勉手当 744

2

     勤勉手当 7

 

44  

徴

8旅費 108    費

税

用弁償（会計年度任用

費

職員通勤手当） 99 

（

 

10需

単

用費 385    普通

位

旅費 9  

　

消耗品費 65    

千

 消耗品費 65  

円

印刷製本費 3

）

20     印刷製

内

本費 320  

訳

11役務費 6,

節

523    郵便料 5

一

,500  

般

郵便料 5,500 

区

    手数料 1,0

分

23  

手

金

数料 1,023   

額

  コンビニエンスス

説

トア収納代行委託料 2

明

,442  

財

12委託料 2,4

源

42    地方税共同機構負担金 1,500  

18負担金補助 1,500

及び交付金

1

(

報

項)  3 運営協議

酬

会費 （単位　千円）

内

4

訳 節

一 般
区 分 金 額

説 明

,

財 源

1報酬

3

333 国保運営協議会

5

運営費 365

6

5災害補償費 1  

国

  国保運営協議会委

保

員報酬 333  

賦

8旅費 14  

課

  災害補償費 1  

徴

10需用

収

費 5    費用弁償（

費

委員等旅費） 10  

1

食糧費 5 

6

    普通旅費 4 

,

 

11役

9

務費 12    食糧費

4

5  

郵便

8

料 12     郵便料 12  

- 国保 29 - (款) 1 総務費

3職員手当等 1,634    会計年度任

(

用職員報酬 4,356



954 7,854,461

療養給付費

(

2退職被保険

款

者 100 100 0 10

)

0

等

 

療養給付費

 

3一般被保険

2

者 52,915 54,

 

188 △1,273 5

保

2,915

険

療養費

給

4退職被保

付

険者 100 100 0 1

費

00

本

等療養費

年

5審査支払手数

度

46,634 40,9

の

78 5,656 34,

財

832

源

料

目

計 7,954,2

本

10 7,923,87

年

3 30,337 7,9

度

42,408

前

(款

年

)  2 保険給付費

度

本 年 度 の 財 源

目 本 年 度

比

前 年 度 比 較 特 定 財 源

国

較

県支出金 地方債 その他

特

1一

定

般被保険者 1,177

財

,000 1,172,

源

000 5,000 1,

国

177,000

県

高額療養費

支

2

出

退職被保険者 10 10

金

0 10

地

等高額療養費

方

3一般被

債

保険者 1,747 1,

そ

756 △9 1,747

の

高額

他

介護合算

-

療養費

 

4退職被保険

国

者 10 10 0 10

保

等高額介

 

護合

3

算療養費

0

計 1,178

 

,767 1,173,

-

776 4,991 1,178,767

(款)  2 保険給付費

本 年 度 の 財 源

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

国県支出金 地方債 その他

1一般被保険者 150 1

1

50 0 150

一

移送費

般

2退職被

被

保険者 100 100 0

保

100

険

等移送費

者

計 250 2

7

50 0 250

,854,461 7,828,507 25,



項

金 7,854,461

)

  

18

 

負担金補助 100 退職

 

被保険者等療養給付 1

1

00

及び交

 

付金    療養給付費

療

負担金 100  

養

18負担金補

諸

助 52,915 一般被

費

保険者療養 52,91

（

5

及び交付

単

金    療養費負担金

位

52,915  

　

18負担金補

千

助 100 退職被保険者

円

等療養 100

）

及び交付金    療

内

養費負担金 100  

訳

11,8

節

02 11役務費 46,

一

634 審査支払手数料

般

46,634

区

手数料 46,634

分

     手数料 46

金

,634  

額

11,8

説

02

明

(項)  2 高額

財

療養費 （単位　千円）

源

内 訳 節

一 般
区 分 金 額

説 明

財 源

18負担金補助 1,177,000 一般被保険者高額療養費 1,177,000

及

1

び交付金    高額療

8

養費負担金 1,177

負

,000  

担

18負担金補助 1

金

0 退職被保険者等高額

補

療養費 10

助

及び交付金    高額

7

療養費負担金 10  

,

18負担

8

金補助 1,747 一般

5

被保険者高額介護合算

4

療養費 1,747

,

及び交付金   

4

 高額療養費負担金 1

6

,747  

1

18負

一

担金補助 10 退職被保

般

険者等高額介護合算療

被

養費 10

及

保

び交付金    高額療

険

養費負担金 10  

者療養

(項)  3 

給

移送費 （単位　千円）

付

内 訳 節

一 般
区 分 金 額

説

7

明

財 源

18

,

負担金補助 150 一般

8

被保険者移送費 150

5

及び交付金

4

   移送費負担金 1

,

50  

4

18負担金補助 100

6

退職被保険者等移送費

1

100

及び交付金    移送費負担金 100  

- 国保 31 - (款) 2 保険給付費

及び交付金

(

   療養給付費負担



金

2支払手数料 17 20 △3

(款

計 4

)

0,017 39,92

 

0 97 26,666

 2

(款)  2 保険

 

給付費

本 年 度 の 財 源

目

保

本 年 度 前 年 度 比 較 特 定

険

財 源

国県支出金 地方債

給

その他

付

1葬祭費 11,00

費

0 10,750 250

本 年

計 1

度

1,000 10,75

の

0 250

財

(款) 

源

 2 保険給付費

本 年

目

度 の 財 源

目 本 年 度 前 年

本

度 比 較 特 定 財 源

国県支

年

出金 地方債 その他

度

1傷病手

前

当金 600 3,000

年

△2,400 600

度 比

計 60

較

0 3,000 △2,4

特

00 600

定 財 源

国県支出金 地方債 その他

- 国保 32 -

1出産育児一時 40,000 39,900 100 26,666



項

0,000  

)

17 11役務費

 

17 出産育児支払手数

 

料 17

手数

4

料 17     手数

 

料 17  

出

13,35

産

1

育

(項)  5 葬祭諸

児

費 （単位　千円）

内 訳

諸

節

一 般
区 分 金 額

説 明

財

費

源

11,0

（

00 18負担金補助 1

単

1,000 葬祭費 11

位

,000

及

　

び交付金    葬祭費

千

11,000  

円

11

）

,000

内

(項)  6 

訳

傷病手当諸費 （単位　

節

千円）

内 訳 節

一 般
区 分

一

金 額
説 明

財 源

般

18負担金補助 60

区

0 傷病手当金 600

分

及び交付金  

金

  傷病手当金 600

額

  

説

- 国保 33 

明

- (款) 2 保険給

財

付費

源

13,334 18負担金補助 40,000 出産育児一時金 40,000

及び交付金  

(

  出産育児一時金 4



△349,069 47,062

医療給付費

(

退職被保

款

険者 0 900 △900

)

等医

 

療給付費

 

計 2,288

3

,192 2,638,

 

161 △349,96

保

9 47,062

険

(

事

款)  3 保険事業

業

費納付金

本 年 度 の 財 源

費

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特

納

定 財 源

国県支出金 地方

付

債 その他

金

1一般被保険者 9

本

34,418 870,

年

000 64,418 1

度

59,837

の

後期高齢者支

財

援金

源

等

目

退職被保険者 0 200

本

△200

年

等後期高齢者

度

支援金等

前 年

計 934,418 87

度

0,200 64,21

比

8 159,837

較 特

(款)  3 保険事

定

業費納付金

本 年 度 の 財

財

源

目 本 年 度 前 年 度 比 較

源

特 定 財 源

国県支出金 地

国

方債 その他

県

1介護納付金 3

支

10,769 320,

出

000 △9,231

金 地

計 31

方

0,769 320,0

債

00 △9,231

その他

- 国保 34 -

1一般被保険者 2,288,192 2,637,261



項

金    一般被保険者

)

医療給付費 2,288

 

,192  

 

廃目

1

2

 

,241,130

医

(項)

療

  2 後期高齢者支

給

援金等 （単位　千円）

付

内 訳 節

一 般
区 分 金 額

説

費

明

財 源

77

（

4,581 18負担金

単

補助 934,418 一

位

般被保険者後期高齢者

　

支援金等 934,41

千

8

及び交付

円

金    一般被保険者

）

後期高齢者支援金等 9

内

34,418  

訳

廃

節

目

一 般

774,581

区

(項)

分

  3 介護納付金 （

金

単位　千円）

内 訳 節

一

額

般
区 分 金 額

説 明

財 源

説

310,76

明

9 18負担金補助 31

財

0,769 介護納付金

源

310,769

及び交付金    介護納付金 310,769  

310,769

- 国保 35 -

2

(款) 3 保険事業

,

費納付金

241,130 18負担金補助 2,288,192 一般被保険者医療給付費 2,288,19

(

2

及び交付



,349

等事業費

(款)  4 保健

計 98,46

事

3 107,481 △9

業

,018 27,349

費

本

(款)  4 保

年

健事業費

本 年 度 の 財 源

度

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特

の

定 財 源

国県支出金 地方

財

債 その他

源

1保健衛生普及 2

目

8,412 35,06

本

2 △6,650 7,2

年

78 3,452

度

費

前 年 度 比 較 特 定 財 源

国

計 28,41

県

2 35,062 △6,

支

650 7,278 3,

出

452

金 地方債 その他

- 国保 36 -

1特定健康診査 98,463 107,481 △9,018 27



項

 会計年度任用職員報

)

酬 2,033  

 

期末手当 415

 

     期末手当 4

1

15  

勤

 

勉手当 348    

特

 勤勉手当 348  

定

8旅費 7

健

7    費用弁償（会

康

計年度任用職員通勤手

診

当） 77  

査

10需用費 252

等

   消耗品費 197

事

  

消耗品

業

費 197     印

費

刷製本費 55  

（

印刷製本費 55

単

     郵便料 2,

位

116  

　

11役務費 3,36

千

8    通信料 180

円

  

郵便料

）

2,116     

内

手数料 1,072  

訳

通信料 18

節

0     駐車場整

一

理委託料 96  

般

手数料 1,07

区

2     特定健診

分

委託料 91,566 

金

 

12委

額

託料 91,970   

説

 特定保健指導委託料

明

308  

財

71,11

源

4

(項)  2 保健事業費 （単位　千円）

内 訳 節

一 般
区 分 金 額

説 明

財 源

17,682 1報酬 7,36

7

4 保健衛生普及事業 2

1

8,412

,

3職員手当等 2,7

1

62    会計年度任

1

用職員報酬 7,364

4

  

期末手

1

当 1,504    

報

 期末手当 1,504

酬

  

勤勉手

2

当 1,258    

,

 勤勉手当 1,258

0

  

8旅

3

費 259    費用弁

3

償（委員等旅費） 7 

特

 

10需

定

用費 72    費用弁

健

償（会計年度任用職員

診

通勤手当） 231  

特

消耗品費 7

定

2     普通旅費

保

21  

健

11役務費 7,583

指

   消耗品費 72 

導

 

郵便料 6

事

,940     郵

業

便料 6,940  

9

手数料 643

8

     手数料 64

,

3  

1

4

2委託料 7,782  

6

  人間ドック・脳ド

3

ック事業委託料 7,371  

18負担金補助 2,590    ４０歳未満健康診査委託料 411  

及び交付金    人間ドック

3

助成金 2,590  

(

職員

17,682

- 国保

手

 37 - (款) 4

当

 保健事業費

等 763   



基金積

立金

計 110 110

(

0 110

款)  5 基金積立金

本 年 度 の 財 源

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

国県支出金 地方債 その他

- 国保 38 -

1保険給付等支 110 110 0 110

払準備



項)

- 国保 39

 

 - (款) 5 基金

 

積立金

1 基金積立金 （単位　千円）

内 訳 節

一 般
区 分 金 額

説 明

財 源

24積立金 110 保険給付等支払準備基金積立金 110

   保険給付等支払準備基金

(

積立金 110  



計 500 500 0

(款)  6 公債費

本 年 度 の 財 源

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

国県支出金 地方債 その他

- 国保 40 -

1一時借入金利 500 500 0

子



項

500

- 国保 

)

41 - (款) 6 

 

公債費

 1 公債費 （単位　千円）

内 訳 節

一 般
区 分 金 額

説 明

財 源

500 22償還金利子 500 一時借入金利子 500

及び割引料    一時借入金利子 500

(

  



保険税還付金

2退職被保険者 100 100

(

0

等

款

保険税還付

)

金

 

3償還金 72,

 

002 78,002 △

7

6,000 36,90

 

0

諸支出金

計 88,799

本

95,102 △6,3

年

03 36,900

度 の 財 源

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

国県支出金 地方債 その他

- 国保 42 -

1一般被保険者 16,697 17,000 △303



項

険税還付金 16,69

)

7  

1

 

00 22償還金利子 1

 

00 退職被保険者等保

1

険税還付金 100

 

及び割引料   

償

 保険税還付金 100

還

  

金

35,102 2

及

2償還金利子 72,0

び

02 償還金 72,00

還

2

及び割引

付

料    国庫支出金超

金

過交付金返還金 1  

（

   退職

単

者医療交付金返還金 1

位

  

   

　

県支出金超過交付金返

千

還金 12,000  

円

   保険

）

給付費等交付金償還金

内

60,000  

訳

51

節

,899

- 国保 4

一

3 - (款) 7 諸

般

支出金

区 分 金 額
説 明

財 源

16,697 22償還金利子 16,697 一般被保険者保険税還付金 16,697

(

及び割引料    保



,000 10,000 0

(款)  8 予備費

本 年 度 の 財 源

目 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

国県支出金 地方債 その他

- 国保 44 -

1予備費 10,000 10,000 0

計 10



項)  1 予備費 （単位　千円）

内 訳 節

一 般
区 分 金 額

説 明

財 源

10,000

10,000

- 国保 45 - (款) 8 予備費

(



- 国保 46 -

給 与 費 明 細 書
１ 特別職

（単位 千円）

２ 一般職

（１） 総 括

(単位 千円）

(単位 千円）

(単位 千円）

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共済費 合 計 備 考

報 酬給 料 期末手当 計

本

年

度

長 等

議 員

その他の

特別職
14 333 333 333

計 14 333 333 333

前

年

度

長 等

議 員

その他の

特別職
14 333 333 333

計 14 333 333 333

比

較

長 等

議 員

その他の

特別職
0 0 0 0

計 0 0 0 0

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共 済 費合 計備 考

報 酬給 料職員手当 計

本年度 25 19,221 53,841 40,238 113,300 21,557 134,857

前年度 24 19,020 49,647 34,855 103,522 19,848 123,370

比 較 1 201 4,194 5,383 9,778 1,709 11,487

職 員

手 当

の内訳

（１）

区 分扶養手当地域手当住居手当通勤手当
特殊勤務

手 当

時 間 外

勤務手当

管 理 職

手 当

本年度 1,080 1,669 1,463 1,566 84 5,100 687

前年度 738 1,533 996 1,750 84 5,500 687

比 較 342 136 467 △ 184 0 △ 400 0

職 員

手 当

の内訳

（２）

区 分期末手当勤勉手当

本年度 15,705 12,884

前年度 14,693 8,874

比 較 1,012 4,010
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（ア） 会計年度任用職員以外の職員 (単位 千円）

(単位 千円）

(単位 千円）

（イ） 会計年度任用職員 (単位 千円）

(単位 千円）

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共 済 費合 計備 考

報 酬給 料職員手当 計

本年度 16 53,841 32,979 86,820 17,172 103,992

前年度 14 49,647 31,056 80,703 16,487 97,190

比 較 2 4,194 1,923 6,117 685 6,802

職 員

手 当

の内訳

（１）

区 分扶養手当地域手当住居手当通勤手当
特殊勤務

手 当

時 間 外

勤務手当

管 理 職

手 当

本年度 1,080 1,669 1,463 1,566 84 5,100 687

前年度 738 1,533 996 1,750 84 5,500 687

比 較 342 136 467 △ 184 0 △ 400 0

職 員

手 当

の内訳

（２）

区 分期末手当勤勉手当

本年度 11,753 9,577

前年度 10,894 8,874

比 較 859 703

区 分
職員数

(人)

給 与 費
共 済 費合 計備 考

報 酬給 料職員手当 計

本年度 9 19,221 7,259 26,480 4,385 30,865

前年度 10 19,020 3,799 22,819 3,361 26,180

比 較 △ 1 201 3,460 3,661 1,024 4,685

職 員

手 当

の内訳

区 分期末手当勤勉手当

本年度 3,952 3,307

前年度 3,799 0

比 較 153 3,307
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（２） 給料及び職員手当の増減額明細

(単位 千円）

(３) 給料及び職員手当の状況

（ア）級別職員数

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 4,194

給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分
961

昇 給 に

伴 う 増 加 分
933 平均昇給率 1.8％ 対象職員数 16人

その他の増減分 2,300 職員の変動等による増減

職員数

本年度 16人

前年度 14人

増 減 2人

職員手当 5,383

制 度 改 正 に

伴 う 増 減 分
3,979

期末手当 240

勤勉手当 234

会計年度任用職員期末手当

198

会計年度任用職員勤勉手当

3,307

その他の増減分 1,404 その他

区 分

令和６年１月１日 現在 令和５年１月１日 現在

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職

職 員 数

人

構 成 比

％

職 員 数

人

構 成 比

％

職 員 数

人

構 成 比

％

職 員 数

人

構 成 比

％

８級

７級 1 6.4 1 6.3

６級 1 6.4 2 12.5

５級 2 12.4 1 6.3

４級 2 12.4 2 12.5

３級 2 12.4 3 18.7

２級 4 25.0 3 18.7

１級 4 25.0 4 25.0

計 16 100.0 16 100.0
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(級別の基準となる職務）

（イ）職員一人当たり給与

（ウ）初任給

（エ）期末勤勉手当の支給率

（ ）内は再任用職員の支給率

（オ）地域手当

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

一 般

行政職

部 長

参 事

課 長

参 事

室 長

主 幹

係 長

主任主査

特に高度の

知識及び経

験を必要と

する主査

主 査 主 事 事務員

技 能

労務職

区 分
令和６年１月１日 現在 令和５年１月１日 現在

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職

平均給料月額 276,300円 279,081円

平均給与月額 334,358円 348,324円

平 均 年 齢 35歳9月 36歳11月

区 分 一般行政職 技能労務職
国 の 制 度

一般行政職 技能労務職

高校卒 170,900円 166,600円 166,600円 164,000円

大学卒 202,400円 196,200円

区 分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月 １２月

本 年 度
(1.175)

2.25

(1.175)

2.25

(2.35)

4.5
有

前 年 度
(1.150)

2.20

(1.150)

2.20

(2.30)

4.4
有

国の制度
(1.175)

2.25

(1.175)

2.25

(2.35)

4.5
有

支給対象地域 全 域

支 給 率（％） 3

支 給 対 象 職 員 数（人） 16

国 の 指 定 基 準 に

基 づ く 支 給 率（％）
3
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(カ）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（キ）特殊勤務手当

（ク）その他の手当

区 分

2 0 年勤続

の者

(月分)

2 5 年勤続

の者

(月分)

3 5 年勤続

の者

(月分)

最 高 限 度

(月分)

その他の

加算措置等
備 考

支
給
率
等

応募認

定退職
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退

職者特例措置

(3%～45%)

定 年

退 職
24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

国の制度

(支給率等)
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退

職者特例措置

(3%～45%)

区 分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

給 料 総 額 に

対 す る 比 率

％

0.16

％

0.16

％

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（令和６年１月１日現在）

％

12.50

％

12.50

％

代表的な特殊勤務手当の名称普通税務手当

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 異 持 家

（市）

4,500円

（国）

―

通 勤 手 当 異

交通機関

利 用 者

交通用具

利 用 者

（市）

全額限度

（55,000円）

6,400円

～ 31,600円

（国）

最高限度

（55,000円）

2,000円

～ 31,600円
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位 千円）

事 項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 市 債 その他

年度 年度

国民健康保険シ

ステム改修委託

料

126,802

令和6

～

令和7

126,802 97,445 29,357


